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「新しい社会のパラダイムを洞察し、その実現を担う」

「お客様の信頼を得て、お客様とともに栄える」

沿革

1965年の設立以来、洞察力と徹底したお客様志向で、育んできた歴史がある。

NRIグループは、1965年に日本初の本格的な民間総合シンクタンクとして誕生した「旧野村総合研究所」と、

日本で初めてコンピューターの商用利用を実現した野村證券計算部から独立して1966年に設立された「野村コンピュータシステム」が、1988年に合併して誕生しました。

※デジタル技術で新たな価値を生み出し、

社会や産業を支える共通のインフラやサービス。



3Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

連結売上高 2025年3月期

連結営業利益 2025年3月期

営業利益率17.6% 1,349億円

NRIグループのコーポレート・ステートメント 「Dream up the future.  未来創発 」

会社概要

変化が激しく先の予測がつかないこの時代。社会のこれからをしっかりと見据えながら確かな未来を切り拓いていきたい。

そのために、新しい価値を創造することで世の中に貢献したいと私たちは願っています。NRIグループはあくなき挑戦を続けていきます。

社名 株式会社野村総合研究所

英文社名 Nomura Research Institute, Ltd.

創業日 1965年4月1日

資本金 25,655,413,800円

従業員数 7,645人（NRIグループ16,679人）

本社
〒100-0004 東京都千代田区大手町1-9-2

大手町フィナンシャルシティ グランキューブ

上場証券取引所 プライム市場／証券コード：4307

会社概要

2025年3月31日現在
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NRIグループのグローバルネットワーク

海外拠点

NRIグループは、北米、欧州、アジア・大洋州に拠点を置き、海外と国内の拠点が連携を図りながら、

お客様の事業展開を多面的に支援しています。

北米

United States

欧州 アジア・大洋州

42拠点

16ヵ国・地域

2025年4月30日現在

Denmark

Ireland

Luxembourg

United Kingdom Australia

China

Hong Kong

India

Indonesia

New Zealand

Philippines

Singapore

South Korea

Taiwan

Thailand
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各領域で専門性を持つコンサルタントが約700名在籍し、独自の調査研究・知見蓄積を行い、

情報発信を実施。官民含めた各業界でのネットワークを構築

ナレッジ・インサイト
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企業の経営が、研究・開発領域の課題として最も重視していることは、

経営・事業戦略と一貫性のある研究・開発テーマの設定

企業の技術戦略 経営から見た研究・開発領域の課題

出所）「日本企業の経営課題2024」（一社）日本能率協会＜回答者：JMA法人会員の経営者470名＞

【TOP３（１位・２位・３位の合計）】

1. 経営・事業戦略との一貫性ある研究・開発テーマの設定

2. 新製品開発力の強化・開発スピードの向上

3. デジタル技術の活用

【TOP３（１位のみ）】

1. 経営・事業戦略との一貫性ある研究・開発テーマの設定

2. 新製品開発力の強化・開発 スピードの向上

3. オープンイノベーションの推進

研究・開発領域で重視する課題
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技術戦略は、経営・事業戦略と研究・開発テーマを繋げる重要な役割を担う

企業の技術戦略 技術戦略の位置づけと役割

経営・事業戦略

技術戦略

経営・事業戦略を踏まえて

技術戦略立案

戦略運用状況を踏まえて

経営・事業戦略見直し

研究・開発テーマ

技術戦略を踏まえて

研究開発テーマ検討

テーマ進捗状況を踏まえて

技術戦略見直し

AI戦略DX戦略 ロボティクス戦略

CPS/IoT戦略 サイバーセキュリティ戦略

※CPS（Cyber-Physical Systems）

・・・
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成果創出までの時間軸で、事業部門R&DとコーポレートR&Dが役割分担するケースが多い。

先進企業では、フォアキャストとバックキャストの2つの視点で戦略を立案し実行

企業の技術戦略 主体と時間軸

✓ 現事業に直結する技術

事業戦略

✓ 新規事業に直結する技術

中長期技術戦略

✓ 事業横断の基盤技術、コア技術

✓ 将来を見据えた技術シーズ探索、創出、獲得

連携

✓ 将来事業を想定した技術

短期 中長期

〜3年 3〜10年 10年〜

事業部門R&D

主導

コーポレートR&D

主導

研究開発投資比率

1割〜3割

研究開発投資比率

７割〜９割

バック

キャスト

フォア

キャスト
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（参考）技術発展トレンドにもとづく研究開発領域の検討材料例

企業の技術戦略 戦略立案の検討材料

AI・ビッグデータの技術発展に関する俯瞰図（時系列）

出所） 「研究開発の俯瞰報告書_システム・情報科学技術分野（2024年）」 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター
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（参考）バックキャストによる戦略立案における未来シナリオ作成の検討材料例

企業の技術戦略 戦略立案の検討材料

NRI未来年表 2025-2100

出所）NRI未来年表：https://www.nri.com/jp/knowledge/publication/nenpyo_2025/index.html
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研究・開発部門に、「新規事業開発への貢献」が大いに期待されている

企業の技術戦略 研究・開発部門への期待

出所）「日本企業の研究・開発の取り組みに関する調査（2020年）」報告書（一社）日本能率協会を基にNRI作成

＜回答者：JMA開発・技術部門評議員会社、CTOフォーラム参加企業等の244社＞

研究・開発部門の現状
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新規事業開発への貢献が求められている

経営トップは、研究・開発部門の方針や活動に理解を示している

SDGsや社会課題解決を意識した研究・開発を行っている

自社のデジタルトランスフォーメーションへの貢献が求められている

全社的な経営戦略と研究・開発戦略は連動している

研究・開発戦略と知財戦略は連動している

自社の研究・開発に関する方針や戦略は明確になっている

自社の技術力は、競合企業よりも優位な状況にある

研究・開発部門は、自社の中長期的な競争力の向上に寄与できている

研究・開発部門は、経営トップからの期待に応えられている
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「新規事業に関する商品・サービス開発」への研究開発投資は増加傾向にある

企業の技術戦略 研究開発投資の対象

研究開発投資の現状 ー ３年前と比べた現状
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研究開発全体

基礎研究

応用研究

既存事業に関する商品・サービス開発

新規事業に関する商品・サービス開発

出所）「日本企業の研究・開発の取り組みに関する調査（2020年）」報告書（一社）日本能率協会を基にNRI作成

＜回答者：JMA開発・技術部門評議員会社、CTOフォーラム参加企業等の244社＞
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Stage 1

コンセプト化
実現可能性

検証

Stage 2

開発

Stage 3

事業化検証

Stage 4

アイデア創出

Stage 0

事業ローンチ

Stage 5

新規事業・新商品開発プロセスでは、ステージゲート法を活用し、

外部有識者や顧客との対話と検証を通して、テーマを選別し育成するケースが増えている

新規事業・新商品開発プロセス ステージゲート法の活用

Gate 1 Gate 2 Gate 3 Gate 4

体

制

プロセス

外部有識者
（企業、研究機関、業界団体等）

顧客企業

PoC・価値共創シーズ・ニーズのマッチング

内

部

外

部

Gate 5

事業部門研究・開発部門

：事業評価

事業を拡大できるか？
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企業単独では解決困難な社会的な課題解決においては、将来ビジョン発信、アイデア創出、

プロトタイピング、社会実装のサイクルを迅速に回し、スケール化を目指す産官学民共創が重要

新規事業・新商品開発プロセス 社会的な課題解決のための産官学民共創（1/2）

出所）日立製作所HP「協創の取り組み」を基にNRI作成

日立製作所 研究開発グループのオープンイノベーションの４つのプロセス

Phase1：

将来展望、課題提起、コンセプト発信
社会的なコンセンサスをつくり、解くべき課題

を提起して将来ビジョンを発信

Phase2：

アイデア創出、具体化
将来ビジョンを実現するために、アイデアソン

やハッカソンを通じて、多くのアイデアを創出

Phase3：

プロトタイピング
創出したアイデアをすぐにプロトタイプして検証

Phase4：

社会実装
様々な知恵と技術を融合して、新たな価値

をつくり社会へ実装
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日立市と日立製作所は、分野横断的に社会的な課題を解決する共創プロジェクトを推進。

３テーマを先行し、テーマ間をデジタルでつなぐことで将来的には幅広い分野への拡大を目指す

新規事業・新商品開発プロセス 社会的な課題解決のための産官学民共創（2/2）

出所）日立市×HITACHI「次世代未来都市共創プロジェクト」HP

日立市と日立製作所の「次世代未来都市 共創プロジェクト」の取組

デジタル技術の活用と共創活動の推進を通じて、日立市全体の活性化及び市のすべての人が豊かに生活することのできる安全・安心なまちの実現を目指す
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新技術導入では現状業務を前提に考えることが多く、効果がコストに見合わず見送られる

ケースがよくある。業務理解と提供価値を基に業務プロセス変革を含めた検討が必要

新技術の現場導入 新技術導入の壁と乗り越えるポイント

出所）農林水産省HP、日経xTECH記事（2022/7/8）等を基にNRI作成

豆腐はやわらかい、くずれやすい。

ロボットがつかむのは難しい、技術開発が必要。

豆腐を水槽に

入れて冷やす

水槽で豆腐を

切り分ける
豆腐をつかむ

豆腐をパックに

詰める

人は熱いと作業できない。

ロボットには不要。

豆の精選〜

加熱〜成型
型出し〜パック詰め 冷却

豆腐を

切り分ける
パックをつかむ

豆腐にパックを

かぶせる
ー

現状の

業務プロセス

（ヒト前提）

ロボット前提の

業務プロセス

い
つ
も
美
味
し
い
豆
腐
を
届
け
る

温度変化が少ない分

美味しさが維持。

消費期限も延長。

相模屋食料のロボット導入事例
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議題

NRIの紹介

NRIの紹介
企業の技術戦略と新規事業・新商品開発プロセス

企業の技術戦略と新規事業・新商品開発プロセス

消防庁への提案
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産官学民共創：民間企業との共創

消防庁への提案  取組のポイント、取組を促進する支援の必要性

Stage 1

コンセプト化
実現可能性

検証

Stage 2

開発

Stage 3

事業化検証

Stage 4

アイデア創出

Stage 0

事業ローンチ

Stage 5

＜中長期＞新技術の開発

✓ 将来ビジョン作成段階からプロセスに参画し、将来ビジョン

実現に向けた産官学民共創が重要

✓ スケール化を目指し、将来の他分野・他地域展開を見据

えた体制構築、仕組み整備、プロセス設計が必要

新規事業・新商品開発プロセス

＜短期＞新技術の開発・改良、導入

✓ 他分野で導入実績のある新技術の開発・改良、導入では、

企業と連携した現場試行・検証が重要

✓ 新技術導入を目的にするとうまくいかないケースが多い。現

業を前提とせず、業務プロセス変革も含めた検討が重要

将来

ビジョン

新技術の開発、導入

✓ 企業の新規事業・新商品開発プロセスでは、外部有識者や顧客候補との対話と検証を通じて、テーマを選別・育成するケースが

多い。まずは現場課題・ニーズの発信、投げ込みが必要
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産官学民共創：地方公共団体との共創

消防庁への提案  取組のポイント、取組を促進する支援の必要性

「防災アプリ“ツナガル＋（プラス）”」

福岡市市民局防災・危機管理部防災推進課

「インフラマネジメント基盤DoboXを核とした防災DX」

広島県土木建築局建設ＤＸ担当

デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023年度〜2027年度）

出所）「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023改訂版）2023年度〜2027年度]   内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局

福岡市HP、広島県HP

地方公共団体のデジタルを活用した取組事例

✓ デジタル実装に取り組む地方公共団体との共創が有望ではないか

✓ 災害時だけでなく平常時も使えるもの、防災分野だけでなく他分野とも連携した取り組みが重要
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